予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童保護費　　　
	事業名　わかあゆ学園施設修繕費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部子ども・女性局　子ども家庭課　児童養護係
　電話番号：058-272-1111（内2637 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　　　５，３９３　千円（前年度予算額：５５，０００ 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	55,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	55,000

	要求額
	5,393
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,393

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　わかあゆ学園の管理指導棟、体育館は、昭和５７年に建築後、３０年以上経過している。平成２５年度の建築基準法第１２条点検に基づく定期点検により、屋上防水、屋根、外壁及び床の損傷について、「要是正」の指摘があった。それぞれを部分改修する方法も検討できるが、施設全体が老朽化しており、全面的な工事を実施した方が、コスト面から施設の維持管理ができると見込まれる。児童の安全安心な生活を保障するためにも、早急な対応が必要である。
（２）事業内容

1 内容：屋上及び屋根の防水補修工事、外壁工事、床の補修工事
2 場所：管理指導棟、体育館
3 期間（予定）： 設計（平成２９年　１月～　）
工事（平成２９年　４月～　）

· 児童が登校しない夏休み中を中心に工事を実施する必要があるため、設計を２８年度中から行い、２９年６月から工事に着工できるようにする。
（３）県負担・補助率の考え方　：　県　１０／１０　

　　　　　　　　　　　　　　　　　
（４）類似事業の有無：なし
　　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	5,354
	実施設計

	事務費
	39
	旅費、消耗品費、燃料費、通信運搬費

	合計
	　5,393
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　　平成26年度に策定の「岐阜県家庭的養護推進計画」において、推進期間（平成27年度～平成41年度）中、県内の複数の児童養護施設では、小規模化・地域分散化を図るべく改修・改築が予定されている（※ 児童自立支援施設は、対象とされていない）。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・建築基準法第１２条点検に基づく定期点検による「要是正」箇所を改修し、児童の安全安心な住環境を実現する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	既存施設の修繕工事であり、達成度を指数で表すことが困難なため


（前年度の取組）

	平成２５年度の建築基準法第１２条点検に基づく定期点検により、「要是正」の指摘があった、第一寮、第二寮、食堂の屋上防水、外壁の損傷及び地盤沈下等による不陸について、全面的な改修工事を実施した。　　


（前年度の成果）

	老朽化した施設の大規模改修を実施することで、児童の安全安心な生活を保障することができた。
　　　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	建築基準法第１２条点検に基づく定期点検による「要是正」箇所を改修し、児童の安全安心な住環境を実現する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	管理指導棟と体育館を並行して工事することにより、コストの削減が見込まれる。


（今後の課題）

	平成２５年度の建築基準法第１２条点検に基づく定期点検により、「要是正」の指摘があった、管理指導棟、体育館の屋上防水、屋根、外壁及び床の損傷について、全面的な改修工事を実施する必要がある。


（次年度の方向性）
	児童が登校しない夏休み中を中心に工事を実施する必要があるため、実施設計を２８年度中から行い、２９年６月から工事に着工できるようにする。


